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2023年度運用機関へのモニタリング結果（日本株運用委託先6社）

A B C

方針の内容 明確な方針が策定されてい

る。組織的・定期的な内容

見直しの仕組みがある。

明確な方針が策定されてい

る。必要が生じた場合に見直

しをすることとしており、組織

的・定期的な見直しの仕組み

はない。

方針が策定されていない。ま

たは策定されていても不十分

な内容である。
A A A A

情報開示 方針は自社のホームページな

どで公表されている。

方針は要請に基づき、特定の

顧客にのみ開示されている。

方針は公表されていない。

A A A A

各原則に対するコンプ

ライの状況、またはエ

クスプレインの内容

全ての原則についてコンプライ

またはエクスプレインされてお

り、内容に合理性がある。

全ての原則についてコンプライ

またはエクスプレインされてお

り、内容はおおむね合理的で

ある。

コンプライまたはエクスプレイン

されていない原則がある。また

はコンプライまたはエクスプレイ

ンされていても内容が合理的

でない。

A A A Ａ

方針に変更がある場

合、その内容と変更

理由

変更理由が明確に説明され

ており、変更内容は合理的

である。

変更理由が明確に説明され

ており、変更内容はおおむね

合理的である。

変更理由が説明されていな

い。または変更理由は合理

的でない。
A A A Ａ

組織体制 議決権行使やエンゲージメン

トを有効に機能させるための

組織体制が構築されており、

投資哲学との一貫性がある。

議決権行使やエンゲージメン

トを有効に機能させるための

組織体制が構築されている。

議決権行使やエンゲージメン

トを有効に機能させるための

組織体制が構築されていな

い。
A A A Ａ

議決権行使の意思

決定プロセス

意思決定プロセスが確立され

ており、投資哲学との一貫性

がある。

意思決定プロセスが確立され

ている。

意思決定プロセスが確立され

ていない。
A A A Ａ

議決権行使助言会

社の利用状況、利用

目的

自社の意思決定を基本と

し、議決権行使助言会社の

推奨は参考としている。

合理的な理由がなく、一部の

対象会社について、議決権行

使助言会社の推奨をそのまま

行使内容としている。

議決権行使助言会社の推

奨をそのまま行使内容として

いる。 A A A Ａ

体制やプロセスに変

更がある場合、その内

容と変更理由

変更理由が明確に説明され

ており、変更内容は合理的

である。

変更理由が明確に説明され

ており、変更内容はおおむね

合理的である。

変更理由が説明されていな

い。または変更理由は合理

的でない。
- A A Ａ

スチュワードシップ責任を

果たすための方針

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し

スチュワードシップ責任を

果たすための体制

評価

チェック項目 チェックポイント

評価基準

※「－」事例なし Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社
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A B C

評価

チェック項目 チェックポイント

評価基準

※「－」事例なし Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

方針の内容 類型化された利益相反に対

する管理方針が具体的に策

定されており、定期的な内容

見直しの仕組みがある。

利益相反を管理するための明

確な方針が策定されている。

利益相反を管理するための

方針が策定されていない。ま

たは策定されていても十分な

内容でない。
A B A Ａ

情報開示 方針は自社のホームページな

どで公表されている。

方針は要請に基づき、特定の

顧客にのみ開示されている。

方針は公表されていない。

A A A Ａ

利益相反の発生する

具体的局面

具体的な利益相反の発生す

る局面を特定し、対応策を

策定している。

一般的な利益相反を管理す

るための方針を定めている。

利益相反を管理するための

方針が策定されていない。ま

たは策定されていても十分な

内容ではない

A A A Ａ

ガバナンス体制 取締役会に独立社外取締

役が存在しており議決権行

使の意思決定や監督のため

に第三者委員会を設置して

いる。

取締役会に社外取締役が存

在し、第三者委員会は設置

しているが、独立性が十分で

はない

独立した取締役会や議決権

行使の意思決定や監督のた

めの第三者委員会を設置し

ていない。
- B A C

方針の内容 対象企業の選択基準や対

話すべき内容など、エンゲージ

メントを行うための仕組みが

整えられており、明確な対話

の方針が策定されている。

対象企業の選択基準や対話

すべき内容など、明確なエン

ゲージメントの方針が策定され

ている。

対象企業の選択基準が策

定されていない。または策定

されていても不十分な内容で

ある。
A A A Ａ

情報開示 自社のホームページなどで公

表されている。

方針は要請のある、特定の顧

客にのみ開示されている。

方針は公表されていない。

A B A A

方針の内容 明確な方針が策定されてい

る。組織的・定期的な内容

見直しの仕組みがある。

明確な方針が策定されてい

る。必要が生じた場合に見直

しをすることとしており、組織

的・定期的な見直しの仕組み

はない。

方針や基準が策定されてい

ない。または策定されていても

不十分な内容である。
A A A A

情報開示 自社のホームページなどで公

表されている。

方針は要請のある、特定の顧

客にのみ開示されている。

方針は公表されていない。

A A A A

利益相反を管理するた

めの方針

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し投資先企業とのエン

ゲージメントの方針

株主議決権行使方針

（行使基準）
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A B C

評価

チェック項目 チェックポイント

評価基準

※「－」事例なし Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社

株主議決権行使結

果

個別企業・個別議案毎に行

使結果が報告されている。

議案ごとの行使結果の集計

値が報告されている。

行使結果の概要のみ報告さ

れている。
A A A A

会社提案反対・棄権

行使議案の具体的

内容

反対・棄権行使した個別議

案の内容が全て報告されて

いる。

反対・棄権行使した議案の内

容が一部報告されている。

反対・棄権行使した議案の

報告はない。
A A A A

株主提案賛成議案

の具体的内容

株主提案に賛成行使した個

別議案の内容が全て報告さ

れている。

株主提案に賛成行使した議

案の内容が一部報告されてい

る。

株主提案に賛成行使した議

案の報告はない。
A A A A

具体的なエンゲージメ

ントの内容、成果

投資先企業とのエンゲージメ

ント内容とその成果について、

例をあげ具体的に説明してい

る。

投資先企業とのエンゲージメン

ト内容とその成果について、説

明している。

投資先企業とのエンゲージメ

ント内容とその成果について、

説明がない。

A A A A

投資先企業に不祥

事があった場合、当

該企業への対応

投資先企業の不祥事への対

応を具体的に説明している。

投資先企業の不祥事への対

応を説明している。

投資先企業の不祥事への対

応の説明はない。
A A A A

報告資料の様式や

内容

分かりやすい資料が作成さ

れ、効果的かつ効率的に報

告されている。

比較的分かりやすい資料が作

成され、効果的かつ効率的に

報告されている。

資料が分かりずらく報告は効

率的でない。
A A A A

報告の時期 運用機関のスチュワードシップ

活動について年に1回以上

定期的に報告がある。

運用機関のスチュワードシップ

活動について報告があるが定

期的でない。

運用機関のスチュワードシップ

活動について顧客から要請し

ないと報告がない。
A A A A

具体的な対応内容、

成果

実力を高めるための具体的

な対策が講じられ、成果に結

びついている。

実力を高めるための具体的な

対策が講じられている。

実力を高めるための具体的

な対策が講じられていない。
A B A A

自己評価 スチュワードシップ・コードの指

針を含む原則に基づく活動を

定期的に自己評価してい

る。

スチュワードシップ・コードの指

針を含む原則に基づく活動を

自己評価しているが定期的で

はない。

スチュワードシップ・コードの指

針を含む原則に基づく活動を

自己評価していない。 A A A A

株主議決権行使結果

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し

国

内

株

の

組

み

入

れ

無

し

エンゲージメント活動の

実績

スチュワードシップ活動

に関する運用機関から

の報告

運用機関の実力を高め

るための工夫


